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要望にない項目等の検討
 

0納税者の立場に立つとともに適正な課税を推進するため、各省庁が要望している内容

に加え、以下の項目について、� 22年度改正で措置することを検討してはどうか。� 

Q 譲渡益課税の対象となる公社債の範囲の拡充
新たな類型の投資法人績が金融商品取引所に上場されたことを強まえ、譲渡による所得が課税対象となる合社債の範習に、

「利子が支払われない公社議(害時iの方法により発行されるものを捻く。)J を加える。

〈参考)公社債の譲渡による所持は原則非課税となっているが、ヂィープ・ヂイスカウント僚(著しく低いクーポンを付

して割引発行する債券)等の主たる投資摂益が譲波による間得で、ある公社債は課税対象となっている。� 

O 小規模宅地等の課税の特例の見麗し� 
( 叩相欄続一鰐一の州峨一高継産

ない場合など、常制i号i度趣器に照らして必ずず、しも的確とは言えない場合でも一定の減額を受ける� ζとが可能である乙とかち、見� i 
直しを行う。� J 

O 農業経営基盤強化準備金制度の見直し� 
( 適用実績を踏まえ 醐対象法人の範障かち特定農業間体及びこれに準ずる組織を鈴外する。� 

O 特定目的会社に係る課税の特例の要件の見高し 、

〔一一一金一件について遥一点的…ーも譲先出資と一一�  i
合 の 要 件 を追加する等の所要の見直しを行う。)



O 石油化学製品製造用揮発油(ナフサ)に対する免税措置の見醸し

[一一在一握桝叩別一一轍開等恥の一批しω
一の�  
f |油由石炭説のナフサ免税.還付措寵については、期製到来を受け、検討対象とすることかち、揮発油税等の免税措鷺について� 

も、 「政策税zi措龍の見鬼a直しの指針針.(σf6つのラチニスト1'-J)泊jに沿つて 克産しを検討する。)串割手毒� 

※ 	 上記のほか、既に期摂が到来しており、規定を削除する措置

承継業務の事業計画の施行区域内にある土地等の交換の場合の譲渡所得の課税の特例

独立行政法人都市再生機構から交換により土地を取得した場合の所有権の移転登記の税率の軽減
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|所得税・相続税・法人税・印紙税関係i 
O 保険契約の範翻の明確化(所得税・相続税・法人税)
〔諒轍験吋定され新 均三分叫閑の類

の範盟について明確化等を鴎るもの。j損員害保険契約f「司� 

O 保険誌券の範囲の明確化(印紙税)� 
附 の 割 問 い 蕗法とお吋吋保険酌加…問除…め印鑑問問である)

[ r保問Jの鯛一明確出図るもの

所得税関係� 
O 金融商品先物取引に関する支払調書の整備

現行制度では、金融商品取引法のデリパチィブ取引のうち一部の取引のみが先物取引に関する支払譲警の対象となってい

るが、適正な課税を議保する観点かち、支払調書の対象に次に掲げる取引を加える。� 

①
 :槙21条2市場デワパティブ取引のうちスワップ取引等(金融商品取民法� 4号.......，� 6号の取引〉


窃外国市場ヂリパティブ車引

〈注)商品先物取引について誌、支払鋸欝の範囲を問様に整備する税制改正要望が提出されている。

相続税関係� 

O 定期金に潤する権利の評価方法の見直し

方法による算定額と年金受取額の現在{儲誼値とが大きく排離しているとと等かち、その評額方法について見重しを行う� o〔
o ~:章害者控除の克臨し
〔欝ーは�  r6…一持一J一一一蜘 ら 控 ー の ー

ついて、上記の評舘方法の検討ζ許せて、制度錨設時(昭和� 47年)からの平均寿命の延砕を踏まえ、見蓋しを行う。
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|法人税関係i 
O 使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例の適用期限の延長

日髄秘匿金の支出 … 合 に は 酌 吋 に 加 え そ の 支即4一人間税する蜘剛腕〕�  

〔延長する

O 中小企業者等以外の欠損金の繰戻しによる還付の不適用措置の適用期限の延長
料、企業者等以外の比ついては解轄の場合の欠損金問き欠損金の練喪しによる還付師を適用山措�  ) 

〔のーを附る

|間接税関係l 

O 消費税の仕入控除税額の調整措置の忌避事例への対処

(一上仇…一賃鰻貸…斡恥…の明一取
こよよ、り、敦得持の過大な仕入腔除税額を誠額捌整する措置を免れている事態への対姑を行う。;ζ小帯業者の特例措躍の遥用 I


(注)会許検査院意見表示事項 i 

O 入問者が輸入するウイスキー等に係る溜税の税率の特例の適用期限の延長
(枇入町旅行問携帯して文は別送して輸…件…明る 酒 仰 向 例 措 置 問 適 用 期 罷 〕 


を延長する。
 

O 入国者が輸入する紙巻たばこのたばこ税の税率の特例の適用期限の延長
持 に入問旅行開閉して又胡送中市巻山係一同町例措欝はっき適用期)

〔限を延長する� 
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補足 料




小規模唱地等の課税の特例の見直し〈相続税)

、、
グ

〔事伊IJ(D) 〔事例@) 〔事例③〕

農住や事撲を継続しない場合� .80%の要鉢を溝たす者と満たさ 宅地のよに帯する…棟の建物の

宅 地等

事業継続� 

事業用 盛継続� 

不動産貸付� 

屡住薦
居住総続� 

義継続� 

〈現行)

上限面積

400rri 


200rri 


200rri 


240rri 


200m" 


ない者が、宅地を共関相続する場合 うちに、島住用と貸付用がある場合

{伊~)語住用の場合

軽減割合� 

.80% 
院構者と居住� i 
しない子が� |ふ50% 一一� 共同相緩� l 

.50% 

.80% 記偶者� .80% 居住用:企80%
籍金しない子: 京明開炉司� 貸付用: 訴事野「ヘ� 

.50% 
(現行}

11.809色、

{現行〉

H 企80%、一一

共有の場合、居住しなく
ても企80%適用 が.80%適用

居住用があれば、全体
事業・居住を継続しなくても .刷

(注〉よ配のほかJ被相続人等が屠住の用に供していた喝地等jが披数存議する場合において、� f被相続人等が主主」主題佳の用に供して

いた土金宅地等jが溶剤対象となる患について、規定を明確化する必要。� 
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定期金に関する権利の評舘方法等の見直し(相続税・贈与税〉� 

O 定期金に関する権利の評価方法における割合盤倍数(現行)r立、昭和� 25年当時の金科水準・平均寿命などを勘案して定

められたもの。

その後の金利水準の抵下や平均寿命の伸長、現行評価方法による算定額と年金受取額の現在価値とが大きく帯離して

いること等を踏まえ、その評価方法について毘竃しを検討する。

(註1)金利水準と平均寿命の変北

〔昭和� 25年〕� → • 【平成� 17年]

金利水準� 8.0予言� → 1.5% 
平均寿命: 男� 58.0歳、女� 61.5或 → 男� 78.56哉、女� 85.52競

(注お評価額の議離に着目して、定期金に関する権利の取得後に一時金受敦りへの変更や解約がで、きる高額な一時払儲人年金も販発 

O 上記の評錨方法の検討に併せて、韓害者控除についても、制度創設時(昭和初年)からの平均寿命の停長を踏まえ、見

車しを検討する。

く定期金!こ関する権利の評髄方法の例>� 

O 帯期定期金(確定年金):残存期間 iこ受けるべき給付金額� × 次の制合

残存期間�  -5年� -10年� -15年

dE2』書5 70% 60% 50% 

O 終身定期金(終身年金): 1年閉じ受iするべ窓金額� X 次の倍数

-25年� -35年� 35年超� 

40% 30% 20% 

権恭j敬得時における年齢� 

イ音 数� 

-25蟻� 

1 1信� 

-40歳� 

8告� 

-50歳

6倍

-60歳� 

4告� 

く陣害者控除の概要〉
 

O 相続人が障害者である場合には、� r6万円(特定IJ障害者:12方向)X70歳に達するまでの年数jをその者の相続税額から控除
 



使途務鹿金の支出がある場合の課税の特例

〈 概鞭)税関:法人税

法人が使途秘臨金の支出をした場金には、通常ぬ法人税iこ加え、その支出額の� 40%の法人税を課|適用期限:平成"22年� 3月31昌

税する。

【創設年疫〕

平成6年度

【制度重IJ設の趣旨〕

企業が相手先を秘置するような支出法、違法ないし不逝な支出につながりやすく、それがひいては公正な取引

を阻書することにもなるので、そのような支出を極力抑制するために、政策的に追加的な税負担を求めることと

したもの

【復途秘匿金〕

使途秘震金とは、法人がした金銭の支出(金銭以外の資産のきi避しを含む。)のうち、相当の理由がなく、その

相手方の氏名又は名称及び住所又は所在地並びにその事出を帳簿書類に記載していないもの〈資産の識受iすその

他の取引の対価の支払いとして支出されたものであることが明らかなものを除く。)をいう。

【使途秘匿金課税の状況〕

法人数〈社) 税額〈億円)� 

2005年度� 456)内669(1， 90(内66) 
年度2006 394)区内541， 75(内� 52) 
年度2007 355)内480(1， 54(内30) 

おお年度� 304)(内264 1， 44(内28)
(注) 1 肉謀者は、鵡査課所管法人〈原剰として資本金の翻等が� 1議再以上の法入〉の計数である。� 

2 器貌庁調べ。 8



中小企業者等以外の欠損金の繰民しによる還付の不適用

〈 概要)税関:法人 税

中小企業者等以鉢の法人については、解散等の場合の欠損金額を除者、欠損金の繰瑛しによる還付税!適用期限;平成� 22年� 3尭31日

度を適罵しない。� 

O 欠損金の繰戻しによる還付制度の援要(法人税法〉

膏色申告法人の欠損金については、欠損事業年度開始のお前� 1年以内に開始した

いずれかの事蝶年度の所得に対する法人税の繰戻し〈還付)をすることができる。

中小企業者等以外の法人については、還付を不適用� 

Oi)中小企業者等とIct¥次の法人をいう。
十� 200 

普通法人のうち各事業年度終了の持拡おいて資本金

額
一
額

金
一
金

損
一
縛

欠
一
所

期
一
語

調
一
前

の額噂が� 1億円以下であるもの又拡資本等を宥しな
口前期法人税額� × 

いもの(課険業法に規定する相互会社等を除く。〉

公益法人等

譲同組合等
=60× 8L=24匿五 人格の怠い社間等

当期
〈参考〉法人税欠損繰庚し還付金額噂の直近の状況

還付金額〈信用〉ぷょ1??件数(件)

3，537 158平成� 21年� 2月決算� 

，833 1205 1，1平成� 21年� 3月決算� 

4，138 130平成� 21年� 4月決算� 

19，508 1，493合計�  

前期

|前期の法人税額| ...80 

所得 税率� 

200X30%ロ� 60 
(注) 1 平成 21年4丹から� g月末までに還付処理を了した事績である。� 

2 平成21年度税制改正掛から調用のおった解散等による欠繍繰謀し
還付請求を含む。� 

3 韻税庁調べ
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仕入控除税畿の調整措置の匝避事例について (検査院意見表示事項)

【消費説の仕組み}� 

O課税事業者口仕入に係る消費税額の控除(又は還付〉 可能
 

O 免税事業者=仕入に係る消費税額の控除(又は還付) 不可


-ただし、予め届出を行えば、課税事識者となることが可能〈課税選択〉

・その後� 2年経てば、通常の免税事業者!こ戻ることも可能

{検査院に指摘されたケース】 

11年目� 2年目|� 

I|自販機導入〈ジュース販売~l
自販機売上:舘少(課税) 自販機売上:僅少〈課税) 自販機売上:{蓑少(課税)

家賃収入� o

J-建設い�  h 

家賃収入:多額(非課税)

合

家賃収入:多額(非課税〉� 

;~'~~ト鶴向1，;，
1[，い?と{仕民主猿税� 

37紙u棋の調整伺11
ま証;11

ぷ

ここで課税選択 ここで通常の免税事業者へ弓

(注〉簡易課税事業者の場合も同様の問題あり。 
10 
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現行の仕入授除税額の調整措置

【制度の概要}� 

O 取得時の課税売上割合が、以降3年間の平均諜税売上割合と比較して著しく低下した場合、

第3年度に取得時の過大な控除税額を減額調整

〔課税 一 一 … 一 取祷一形惑の変化…ーする場合が問|

取得時の課税売上割合のみで控除税額を確定することは不適当� j 

割以上)低下5課税売上割合の著しい〈変動率� 11 

3年間の平均課税売上割合

に基づき仕入税額を減額

取得年度 第3年度(口調整年度〉

課税売上割合:大、� l 課税売上割合:小� 謹至時ト割合�  11¥

ド
s 

3年間の平均課税兜上蔀合を計算� 

紙)IJ(見 

.. 
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